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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成25年６月26日に提出いたしました第54期（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、当該有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

２　業務及び営業の状況

(4）営業実績

４　事業等のリスク

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。

 

第一部【企業情報】
 

第２【事業の状況】
 

（訂正前）

２【業務及び営業の状況】

 

＜省略＞

 

(4）営業実績

　当連結会計年度の営業実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

ダイレクトメール部門（千円） 15,569,179 96.0

セールスプロモーション部門（千円） 1,137,153 96.8

イベント部門（千円） 575,602 125.8

賃貸部門（千円） 57,993 141.2

報告セグメント計（千円） 17,339,929 97.0

その他（千円） 25,429 371.6

計（千円） 17,365,359 97.1

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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（訂正後）

２【生産、受注及び販売の状況】

 

＜省略＞

 

(4）生産及び仕入実績

　当連結会計年度の生産及び仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

ダイレクトメール部門（千円） 13,594,969 95.0

セールスプロモーション部門（千円） 891,653 90.7

イベント部門（千円） 544,855 120.5

賃貸部門（千円） 49,842 87.6

その他（千円） 13,758 307.6

合計（千円） 15,095,079 95.5

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(5）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

ダイレクトメール部門（千円） 15,569,179 96.0

セールスプロモーション部門（千円） 1,137,153 96.8

イベント部門（千円） 575,602 125.8

賃貸部門（千円） 57,993 141.2

その他（千円） 25,429 371.6

合計（千円） 17,365,359 97.1

　（注）１．受注につきましては、受注後、短期間に業務完了し納品されるため、販売実績のみ記載しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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４【事業等のリスク】

（訂正前）

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社、および当社の子会社）が判断した

ものであります。

　当社の有するリスクに関して、最も考慮すべき課題は、受託業務に伴う個人情報の管理があげられます。

　当社業務処理における個人情報は、ダイレクトメール部門においては、顧客のデータベースに基づいて配送可能な状態に

データを変換した後、宛名処理を行い使用しております。また、セールスプロモーション部門では、顧客のデータベースに基

づいてアウトバウンドコールをするほか、顧客の依頼によりインバウンドコール・パソコン・携帯電話・自動音声応答装置

・ファクシミリなどを通して個人情報を取得することがあります。イベント部門でも、チケット販売で申し込み受付作業を

通して個人情報を取得することがあります。

　これら個人情報の運用については、「個人情報の保護に関する法律」をはじめ、ＪＩＳＱ15001、ＪＩＳＱ27001、経済産業省

や日本ダイレクト・メール協会制定のガイドライン等に則って厳正に運用するとともに、実施状況を定期的に見直し改善し

ております。

　個別の具体的セキュリティについては、「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」で既に記載したとおり、現時点で採りう

る最高レベルの施策を実施するなど、管理に十分留意しており、現在まで顧客情報流出による問題は発生しておりませんが、

今後何らかの事情により流出などの問題が発生した場合は、当社への損害賠償請求や信用の低下により、当社の経営成績お

よび今後の事業展開に影響を与える可能性があります。

 

（訂正後）

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社、および当社の子会社）が判断した

ものであります。

 

(1）個人情報の管理について

　当社の有するリスクに関して、最も考慮すべき課題は、受託業務に伴う個人情報の管理があげられます。

　当社業務処理における個人情報は、ダイレクトメール部門においては、顧客のデータベースに基づいて配送可能な状態に

データを変換した後、宛名処理を行い使用しております。また、セールスプロモーション部門では、顧客のデータベースに

基づいてアウトバウンドコールをするほか、顧客の依頼によりインバウンドコール・パソコン・携帯電話・自動音声応答

装置・ファクシミリなどを通して個人情報を取得することがあります。イベント部門でも、チケット販売で申し込み受付

作業を通して個人情報を取得することがあります。

　これら個人情報の運用については、「個人情報の保護に関する法律」をはじめ、ＪＩＳＱ15001、ＪＩＳＱ27001、経済産業

省や日本ダイレクト・メール協会制定のガイドライン等に則って厳正に運用するとともに、実施状況を定期的に見直し改

善しております。

　個別の具体的セキュリティについては、「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」で既に記載したとおり、現時点で採り

うる最高レベルの施策を実施するなど、管理に十分留意しており、現在まで顧客情報流出による問題は発生しておりませ

んが、今後何らかの事情により流出などの問題が発生した場合は、当社への損害賠償請求や信用の低下により、当社の経営

成績および今後の事業展開に影響を与える可能性があります。

 

(2）業績の変動要因について

　当社は、ダイレクトメール部門による売上が全体の約９割を占めております。当社におけるダイレクトメールは、公共

サービスにおける各種通知や企業からその顧客に対する業務通信等に利用されるとともに、Ｗｅｂマーケティングとの組

み合わせによる利用が図られていますが、将来において顧客企業のプロモーション手法の変化により、場合によっては当

社の経営成績および今後の事業展開に影響を与える可能性があります。
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(3）人材の確保および育成について

　当社が行う顧客企業のマーケティング活動を支援する事業の遂行においては、人材に依拠する部分が多く、有能な人材の

確保や育成を行うことが重要となっております。これに対して当社は計画的な採用を実施することで人材の確保を図ると

ともに、社内研修制度を整備し従業員のキャリア形成を支援することで従業員の能力向上を図っております。しかしなが

ら、必要とする人材の確保や育成ができない場合には、当社の経営成績および事業展開に影響を与える可能性があります。
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